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告 示 

鳥取県告示第638号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「中国残留邦人等支援法」という。）

第14条第４項の規定によりその例による場合を含む。）の規定に基づき、医療機関を指定したので、生活保護法

第55条の３（中国残留邦人等支援法第14条第４項の規定によりその例による場合を含む。）の規定により次のと

おり告示する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

診療所 

名 称（氏 名） 所 在 地（住 所） 指 定 年 月 日 

アロハこどもクリニック 東伯郡湯梨浜町はわい長瀬549－14 平成29年９月１日 

きまち歯科クリニック 米子市皆生四丁目11－12 平成29年９月26日 

                                                    

鳥取県告示第639号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に

基づき、指定障害福祉サービス事業者を指定したので、同法第51条の規定により次のとおり告示する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県東部福祉保健事務所長 大  口     豊 

名  称 
主たる事務所

の所在地 

指定に係る障害福祉

サービス事業を行う

事業所の名称 

指定に係る障害福祉

サービス事業を行う

事業所の所在地 

障害福祉サービ

スの種類 
指定年月日 

特定非営利活

動法人きずな

サポート 

鳥取市湖山町

東二丁目133 

きずなサポート 鳥取市湖山町北六丁

目426 

就労継続支援Ｂ

型 

平成29年10月１

日 

                                                    

鳥取県告示第640号 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定に基づき、大規模小売店舗について同法第

５条第１項第２号に掲げる事項の変更の届出があったので、同法第６条第３項において準用する同法第５条第３

項の規定により、次のとおりその概要等を告示し、関係書類を縦覧に供する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

アクロスプラザ米子弓ヶ浜 米子市夜見町2937－３ほか 

２ 大規模小売店舗を設置している者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役 橘 正喜 

東京都千代田区丸の内一丁目３－２ 

３ 変更した事項 

  大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

変更前 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役 川村 嘉則 

変更後 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 代表取締役 橘 正喜 

４ 変更年月日 

 平成29年６月27日 

５ 届出年月日 
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  平成29年９月15日 

６ 縦覧に供する書類 

  届出書 

７ 縦覧に供する期間 

    平成29年10月６日から４月間 

８ 縦覧に供する場所 

  鳥取県商工労働部企業支援課、鳥取県西部総合事務所地域振興局及び米子市経済部商工課 

９ 意見書の提出 

    大規模小売店舗の変更に関し意見を有する者は、７の期間内に、知事に意見書を提出することができる。 

                                                    

鳥取県告示第641号 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第11条第３項の規定による届出があったので、次のとおりその

概要等を告示し、関係書類を縦覧に供する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 承継された大規模小売店舗の名称及び所在地 

ダイレックス西倉吉店 倉吉市西倉吉町字稲荷19－５ほか 

２ 承継された店舗面積 

1,727平方メートル 

３ 承継をする前に届出をした者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

大和情報サービス株式会社 東京都千代田区飯田橋二丁目18－２ 代表取締役 藤田 勝幸 

４ 承継をした者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

ＪＡ三井リース建物株式会社 東京都中央区銀座八丁目13－１ 代表取締役 保﨑 隆行 

５ 承継があった年月日 

 平成29年３月31日 

６ 届出年月日 

  平成29年９月15日 

７ 縦覧に供する書類 

  大規模小売店舗を設置している者の承継届出書及びその添付書類 

８ 縦覧に供する期間 

    平成29年10月６日から４月間 

９ 縦覧に供する場所 

  鳥取県商工労働部企業支援課、鳥取県中部総合事務所地域振興局及び倉吉市産業環境部商工課 

                                                    

鳥取県告示第642号 

次のように保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２第１項の規定によ

り告示する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 保安林予定森林の所在場所 

八頭郡八頭町徳丸字上新田1569の３、1570の１、字竹市谷1655、1656の１、1656の２、1657の２、1660の１、

1660の２、字中赤谷1662から1665まで 

２ 指定の目的 

  落石の危険の防止 

３ 指定施業要件 
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(１)  立木の伐採の方法 

ア 主伐は、択伐による。 

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、八頭町森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(２) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

次のとおりとする。 

(「次のとおり」は、省略し、その関係書類を鳥取県農林水産部森林・林業振興局森林づくり推進課及び八頭町

役場に備え置いて縦覧に供する。) 

                                                    

鳥取県告示第643号 

平成30年度において県が発注する建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第２条第

１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）の一般競争入札（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続

の特例を定める政令（平成７年政令第372号）の適用を受けるものを除く。以下同じ。）又は指名競争入札に参加

する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）、その審査申請手続等について次のとおり定めたので、

告示する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 入札参加資格 

入札参加資格は、入札への参加を希望する建設工事の種別（別表に定めるところによる。以下「希望工種」

という。）ごとに、次に掲げる要件を満たす者に対して付与する。 

 (１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

 (２) 別表の大区分の欄に掲げる希望工種に応じた法第３条第１項の建設業の許可（以下「建設業許可」とい

う。）を受けていること。なお、解体工事については、建設業法等の一部を改正する法律（平成26年法律第

55号）附則第３条第１項に該当する者（以下「解体工事業経過措置業者」という。）を含むものとする。 

 (３) 別表の大区分の欄に掲げる希望工種に応じた経営事項審査（法第27条の23第１項の審査（解体工事業経

過措置業者が解体工事を希望する場合にあっては、とび・土工工事業のものとする。）をいう。以下同じ。）

であって、審査基準日が平成28年10月１日から平成29年９月30日（合併、設立等の期日を審査基準日とした

経営事項審査にあっては、同年12月31日）までの間のものをいう。以下同じ。）を入札参加資格の審査申請

の日（以下「申請日」という。）までに受けていること。 

(４) 経営事項審査に係る審査基準日前１年間（希望工種が、土木一式工事（別表の中区分の欄に掲げる港湾

に限る。）の場合にあっては２年間、土木一式工事（同表の中区分の欄に掲げるプレストレスト・コンクリ

ートに限る。）及び鋼構造物工事（同表の中区分の欄に掲げる鋼橋に限る。）の場合にあっては５年間）又

は当該審査基準日から申請日までの間に希望工種（とび・土工・コンクリート工事（同表の中区分の欄に掲

げる法面処理に限る。）にあっては同表の中区分、その他の工種にあっては同表の最小の区分による。）に

係る工事を完成し、及び引渡しを完了した実績があること。ただし、次の表の左欄に掲げる希望工種につい

て同表の右欄に掲げる要件を全て満たしている場合は、この限りでない。 

希 望 工 種 要 件 

土木一式工事（別表の中区分の欄に掲げるプレストレスト・

コンクリートに限る。） 

(９)のアに掲げる要件 

鋼構造物工事（別表の中区分の欄に掲げる鋼橋に限る。） (９)のオの(イ)に掲げる要件 

 (５) 国税及び地方税（地方消費税及び鳥取県の県税に限る。以下同じ。）に未納税額がないこと。 

(６) 県内に本店を有する者にあっては、２の(１)のアの(ア)のｈに定める労働保険料納付証明書に未納額が

ないこと。 

(７) 次のアからウまでに掲げる届出の義務を履行していない者でないこと。 

 ア 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務 
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 イ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務 

 ウ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務 

 (８) ２の(１)により提出する書類に虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載をしなかった者でないこ

と。 

 (９) 希望工種が次のアからコまでに掲げるもの（以下「特殊工事」という。）の場合にあっては、それぞれ

に定める要件を全て満たしていること。 

ア 土木一式工事（別表の中区分の欄に掲げるプレストレスト・コンクリートに該当する場合で、(４)の本

文の要件に該当しないときに限る。） 

(ア) 県内に本店を有していること。 

(イ) 次の技術者を県内の営業所（法第３条第１項に規定する営業所をいう。以下同じ。）に常に備えて

いること。 

ａ 法第27条第１項の規定により実施される土木施工管理の技術検定に合格した者（以下「土木施工管

理技士」という。）のうち、１級の検定に合格したもの（以下「１級土木施工管理技士」という。） 

ｂ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）別表第18に規定するコンクリート橋架設等作業主任者技能

講習を修了した者 

ｃ クレーン等安全規則（昭和47年労働省令第34号）第223条に規定するクレーン・デリック運転士免許

を有する者又は同令第224条の４第２項に規定するクレーン・デリック運転士免許を有する者 

ｄ 公益社団法人プレストレストコンクリート工学会が実施するプレストレストコンクリート技士試験

に合格した者 

ｅ 公益社団法人日本コンクリート工学協会が実施するコンクリート技士又はコンクリート主任技士に

係る試験に合格した者 

ｆ 公益社団法人日本コンクリート工学協会が実施するコンクリート診断士試験に合格した者 

イ 土木一式工事（別表の中区分の欄に掲げる港湾に限る。） 

(ア) 次の技術者を常に備えていること。 

ａ 当該希望工種に係る工事の監督業務に５年以上従事した経験のある専任技術者 

ｂ 当該希望工種に係る工事の監督業務に２年以上従事した経験のある補助技術者 

(イ) 自ら保有し、又はリース契約（リース期間が入札参加資格の有効期間の末日以降に及ぶリース契約

で、中途に解約することが禁止されているものに限る。以下同じ。）により使用する次の表の船舶の欄

に掲げる船舶を備えていること。 

ただし、起重機船とグラブしゅんせつ船の両方の機能を併せ持つ船舶の場合は、一隻で両方の船舶を

備えているものとみなす。 

区 

分 

船    舶 乗  組  員 

種  別 規格能力 
二級小型 

船舶操縦士 
運転士 

その他 

の船員 

１ えい船 100馬力以上 ２ － １ 

２ 起重機船（クレーン付台船を含む。） 25トン吊以上 － １ ３ 

３ 

グラブしゅんせつ船（50トン以上の積

台船で、0.6立方メートル以上のクラム

を積載できるものを含む。） 

100馬力以上 

－ １ ３ 

(ウ) 当該希望工種に係る工事において、(イ)の表の船舶の欄に掲げる船舶の乗組員として業務に２年以

上従事した経験のある者を、１隻につき同表の乗組員の欄に掲げる人数以上常に備えていること。この

場合において、起重機船の乗組員とグラブしゅんせつ船の乗組員は、相互に兼ねることができる。 

(エ) 県内に本店を有しない者にあっては、県内に営業所を有し、当該営業所に職員を20名以上（フロー

ティングドック（クレーン及び注排水設備を有するケーソン（海上で支持地盤まで掘削しながら沈下さ

せて設置する鉄筋コンクリート製の箱形の基礎をいう。以下同じ。）製作用の凹型の台船をいう。）又
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はドルフィンドック（注排水設備を有するケーソン製作用の凹型の台船のうち、ケーソン製作時に海底

に着底することができるものをいう。）を自ら使用していないときは他の業者に貸与することができる

者（以下「ドック提供者」という。）にあっては、10名以上）、土木施工管理技士を10名以上（ドック

提供者にあっては、５名以上）常に備えていること。 

ウ とび・土工・コンクリート工事（別表の中区分の欄に掲げる交通安全施設に限る。） 

当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。 

エ とび・土工・コンクリート工事（別表の中区分の欄に掲げる法面処理（同表の小区分の欄に掲げる一般

を除く。）に限る。 

(ア) 当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。       

(イ) 当該希望工種が別表の小区分の欄に掲げる法面植生工、法面保護工又はアンカー工に該当する場合

にあっては、次の表の左欄に掲げる希望工種ごとに、同表の右欄に掲げる機械（自ら保有し、又はリー

ス契約により使用するものに限る。）を営業所に常に備えていること。 

希望工種 機  械 

法面植生工 

種子吹付機（種子を法面に定着するように吹き付ける機械をいう。）又はモルタ

ル吹付機（種子、水、肥料等の植生基盤材を法面に定着するように吹き付ける機

械をいう。労働安全衛生法第44条第４項に基づく刻印番号（以下「刻印番号」と

いう。）がありボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第33号）第88

条に基づく定期自主点検を受けているものに限る。以下同じ。） 

法面保護工 

ａ モルタル吹付機 

ｂ 計量器（種子、水、肥料等の植生基盤材の使用量を測定し、及び管理する装

置をいう。） 

ｃ ホッパー（材料を一時的に貯留し、必要に応じて下部の口を開いて出す漏斗

装置をいう。） 

アンカー工 

ａ ロータリーパーカッション掘削機（アンカー材を地中に挿入するために孔を

開ける機械をいう。）又はドリフタ（アンカー材を地中に挿入するために孔を

開ける機械のうち、ガイドセル（ドリフタを送り出す機械をいう。以下同じ。）

に乗架して使用する打撃式削岩機をいう。）及びガイドセル 

ｂ グラウトミキサ（アンカー材を固定するために注入する材料をかくはんする

機械をいう。） 

ｃ グラウトポンプ（アンカー材を固定するために注入する材料を送り出す機械

をいう。） 

オ 鋼構造物工事（別表の中区分の欄に掲げる鋼橋に限る。） 

(ア) (４)の本文の要件に該当する場合 

 ａ 新規に鋼橋（Ｈ型鋼を主桁
げた

とするものを除く。）の架設工事を施工する場合 

  (ａ) 鋼橋の上部構造物の製作及び架設に係る工事を完成し、及び引渡しを完了した実績があること。 

(ｂ) 鋼橋を製作するために必要な工作機械及び溶接機械を備えた工場を有していること。 

(ｃ) 鋼橋の上部構造物の製作に係る検査体制が確立していること。 

        ｂ 鋼橋の補修工事又は補強工事を施工する場合 

      鋼橋の補修工事又は補強工事を完成し、及び引渡しを完了した実績があること。 

(イ) (ア)以外の場合 

ａ 県内に本店を有すること。 

ｂ 次の機械を備えた工場を有すること。 

 (ａ) 天井走行クレーン（吊り下げ重量が７トン以上のものに限る。） 

(ｂ) 手動ガス切断機（ＪＩＳＢ6802に適合しているものに限る。）及び自動ガス切断機（切断板厚

60ミリメートル以上のものに限る。） 
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(ｃ) 自動溶接機（出力電流が1,000アンペア以上のものに限る。）、交流溶接機（出力電流が300ア

ンペア以上のものに限る。）、溶接棒乾燥機（収納容量が300キログラム以上のものに限る。）及び

スタッド溶接機（適用範囲が22ミリメートル以上のものに限る。） 

(ｄ) ラジアルボール盤（ドリルを使って穴開け加工をする工作機械をいい、穴開け能力が50ミリメ

ートル以上のものに限る。）及び携帯式磁気応用穴開け機（穴開け能力が40ミリメートル以上のも

のに限る。） 

(ｅ) 空気圧縮機（５馬力以上のものに限る。）、ジャッキ（爪付きで頭部加重が10トン以上のもの

に限る。）及び油圧プレス（加圧能力200トン以上のものに限る。） 

ｃ 自ら保有し、又はリース契約により使用する次の計測機器を備えていること。 

(ａ) 超音波探傷器 

(ｂ) 携帯式工業エックス線装置 

(ｃ) 塗膜厚測定器 

ｄ 次の技術者を常に備えていること。 

(ａ) １級土木施工管理技士 

(ｂ) 労働安全衛生法別表第18に規定する鋼橋架設等作業主任者技能講習を修了した者 

(ｃ) クレーン等安全規則第229条に規定する移動式クレーン運転士免許を有する者 

(ｄ) 電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第41号）第48条に規定するエックス線作業主任者

免許を有する者 

(ｅ) 一般社団法人日本溶接協会が実施する溶接管理技術者評価試験又は手溶接技能者、半自動溶接

技能者若しくはすみ肉溶接技能者に係る試験に合格した者 

(ｆ) 一般社団法人日本非破壊検査協会が実施するＪＩＳＺ2305非破壊試験技術者資格試験に合格し

た者 

カ  舗装工事（別表の中区分の欄に掲げるアスファルトに限る。） 

(ア) 当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。 

(イ) 次の技術者を県内の営業所に常に備えていること。この場合において、ａ及びｂの技術者は、相互

に兼ねることができる。 

ａ 一般社団法人日本道路建設業協会が実施する１級又は２級の舗装施工管理技術者試験に合格し、か

つ、舗装施工管理技術者資格者証の交付を受けている者 

ｂ 舗装工事の主任技術者又は監理技術者として配置できる者 

(ウ) 自ら保有し、又はリース契約により使用する次の表の左欄に掲げる種別ごとに、同表の右欄に掲げ

る処理能力等を有する機械を県内の営業所に備えていること。 

種  別 処 理 能 力 等 

モータグレーダー（土及び砂利の整地に使用する機

械をいう。） 

ブレードの長さが3.1メートル以上のもの 

アスファルトフィニッシャー（アスファルト混合物

を均一に敷きならす機械をいう。以下同じ。） 

施工が可能な幅が4.5メートル又は8.5メート

ルのもの 

マカダムローラー（アスファルト混合物等の締め固

めに使用する鋼製車輪形式のローラー機械をいう。

以下同じ。） 

両輪駆動又は全輪駆動のもので、車両の重量

が10トン以上のもの 

タイヤローラー（アスファルト舗設の表層部等の転

圧に使用するタイヤ形式のローラー機械をいう。以

下同じ。） 

車両の重量が８トン以上のもの 

(エ) アスファルトフィニッシャー、マカダムローラー及びタイヤローラーをそれぞれ操作できる者を県 

内の営業所に常に備えていること。  

(オ) 県外に本店を有する者にあっては、次に掲げる要件を備えていること。 
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ａ 県内の営業所に職員を10名以上常に備えていること。 

ｂ 県内にアスファルトプラント（アスファルト混合物の製造を行う施設をいう。以下同じ。）を保

有し、又は県内の特定のアスファルトプラントを保有している者とアスファルト合材の供給契約を

締結していること。 

キ 塗装工事（別表の中区分の欄に掲げる一般に限る。） 

当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。ただし、当該職員の

中に１級又は２級の塗装技能士（職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条第１項の技能検定の

うち、検定職種を１級又は２級の塗装とするものに合格した者をいう。）が含まれていることとし、かつ、

これらの職員にあっては、県内の営業所に常に備えていること。 

ク 塗装工事（別表の中区分の欄に掲げる区画線工に限る。） 

(ア) 当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。 

(イ) 自ら保有し、又はリース契約により使用する次に掲げる機械及び設備を営業所に常に備えているこ

と。 

ａ ラインマーカー車（区画線の施工機（溶解された区画線材料を一定の幅で路面に塗布する機械をい

う。以下同じ。）を搭載し、自走しながら路面に塗布する機械をいう。） 

ｂ 溶解槽（区画線の材料を固形状から施工状態である液体状へ溶解する設備をいう。） 

ｃ 施工幅として15センチメートル、30センチメートル及び45センチメートルの施工ができる区画線の

施工機 

(ウ) 職業能力開発促進法第44条第１項の規定により実施される路面標示施工の技能検定に合格した者を

常に備えていること。 

ケ 内装仕上工事（別表の中区分の欄に掲げる畳工に限る。） 

当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。 

 コ 造園工事 

 当該希望工種に係る工事に直接従事することができる職員を常に備えていること。ただし、当該職員の

中に１級又は２級の造園技能士（職業能力開発促進法第44条第１項の技能検定のうち、検定職種を１級又

は２級の造園とするものに合格した者をいう。）が含まれていることとし、かつ、これらの職員にあって

は、県内の営業所に常に備えていること。 

２ 申請手続 

(１) 提出書類 

ア 平成30年度鳥取県建設工事入札参加資格審査申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）及び次に

掲げる書類 

   (ア) 県内に本店を有する建設業者（以下「県内業者」という。） 

 ａ 入札参加資格希望票（様式第２号）（その１） 

ｂ １の(３)の経営事項審査に係る結果通知書（経営事項審査の申請と同時に申請書を提出する場合を

除く。以下「経審結果通知書」という。） 

ｃ 工事経歴書（様式第３号）（直前の経営事項審査に係る審査基準日前１年間に実績がなく、当該審

査基準日から申請日までの間に工事実績がある場合等に限る。） 

ｄ 職員調書（技術職員）（様式第４号）（経営事項審査を受けている場合を除く。） 

ｅ 職員調書（その他の職員）（様式第５号）（経営事項審査を受けている場合を除く。） 

ｆ 国税及び地方税に未納がないことを証する申請日前３月以内に交付された次に掲げる納税証明書（鳥

取県の県税（延滞金及び加算金を含み、地方消費税及び個人県民税を除く。以下同じ。）に係る納税

証明書については、鳥取県県土整備部県土総務課が鳥取県の各県税事務所に鳥取県の県税の納税状況

を直接確認することを承諾する場合を除く。） 

(ａ) 法人にあっては、法人税、消費税及び地方消費税（延滞金及び加算金を含む。以下同じ。）に

係るもの（国税通則法施行規則（昭和37年大蔵省令第28号）別紙第９号書式（以下「第９号書式」
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という。）その３の３）並びに鳥取県の県税に係るもの 

(ｂ) 個人にあっては、申告所得税、消費税及び地方消費税に係るもの（第９号書式その３の２）並

びに鳥取県の県税に係るもの 

ｇ 建設業許可の通知書の写し 

ｈ 鳥取労働局が発行する労働保険料に未納がないことを証する労働保険料納付証明書（入札参加資格

申請を行う日の属する月又は当該月の前月に交付されたものに限る。）  

(イ) 県外に本店を有する建設業者（以下「県外業者」という。） 

    ａ 県外業者入札参加資格希望票（様式第２号）（その２） 

ｂ 経審結果通知書の写し 

ｃ  営業所一覧（様式第６号） 

ｄ (ア)のｃの書類 

ｅ 県内に営業所、事業所等を有する者にあっては、(ア)のｆの納税証明書 

ｆ 県内に営業所、事業所等を有しない者にあっては、国税及び地方税に未納がないことを証する申請

日前３月以内に交付された次に掲げる納税証明書 

(ａ) 法人にあっては、法人税、消費税及び地方消費税に係るもの（第９号書式その３の３） 

(ｂ) 個人にあっては、申告所得税、消費税及び地方消費税に係るもの（第９号書式その３の２） 

ｇ 建設業許可の証明書（申請日前３月以内に発行されたものに限る。）の写し 

ｈ 法人にあっては、商業登記簿の謄本又は当該法人の登記事項証明書（申請日前３月以内に発行され

たものに限る。）の写し 

ｉ 入札の参加等の権限の委任状（年間を通じて委任する場合に限る。） 

イ 特殊工事の入札参加資格を希望する者にあっては、アの書類に加えて、平成30年度鳥取県特殊工事入札

参加資格審査用付属書類（様式第７号）及び次に掲げる書類を提出すること。 

(ア) 誓約書（様式第８号）（希望工種が鋼構造物工事（補修工事及び補強工事を除く。）で、別表の中

区分の欄に掲げる鋼橋に該当する場合に限る。） 

(イ) 職員調書（様式第９号）及び当該職員調書に記載した職員が有する資格等を証する書面の写し並び

に県外業者にあっては雇用保険被保険者証又は健康保険被保険者証の本人欄の写し等（技術者等の要件

のある入札参加資格を希望する場合に限る。） 

(ウ) 職員写真（様式第10号） 

(エ) 機械設備等調書（様式第11号）並びに当該機械設備等調書に記載した機械等の売買契約書及び固定

資産台帳の写し又はリース契約書の写し（機械等の要件のある入札参加資格を希望する場合に限る。）

モルタル吹付機にあっては、ボイラー及び圧力容器安全規則第88条に基づく定期自主点検表の写しを添

付すること。 

(オ) 機械設備等写真（様式第12号）（モルタル吹付機にあっては、刻印番号を写した写真を貼付するこ

と。刻印番号が判別できない場合は、機械等検定規則（昭和47年労働省令第45号）第１条第１項第２号

の第二種圧力容器明細書の写しを添付すること。） 

(カ) 実務経験証明書（様式第13号）（希望工種が土木一式工事で、別表の中区分の欄に掲げる港湾に該

当する場合に限る。） 

  ウ 様式第１号、様式第４号、様式第６号又は様式第９号から様式第12号までの書類の記載事項に変更を生

じた場合は、平成30年度鳥取県建設工事入札参加資格審査申請事項変更届（様式第14号又は様式第15号）

を次の場所に速やかに提出すること。 

(ア) 県内業者 

申請者の営業所を管轄する次の事務所 

鳥取県鳥取県土整備事務所建設総務課建設業担当（〒680－0061 鳥取市立川町六丁目176 電話

0857－20－3593） 

鳥取県八頭県土整備事務所建設総務課建設業担当（〒680－0461 八頭郡八頭町郡家100 電話0858
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－72－3853） 

鳥取県中部総合事務所県土整備局建設総務課建設業担当（〒682－0802 倉吉市東巌城町２ 電話

0858－23－3243） 

鳥取県西部総合事務所米子県土整備局建設総務課建設業担当（〒683－0054 米子市糀町一丁目160 

電話0859－31－9702） 

鳥取県西部総合事務所日野振興センター日野県土整備局建設総務課建設業担当（〒689－4503 日野

郡日野町根雨140－１ 電話0859－72－2023） 

(イ) 県外業者 

(４)に同じ。 

(２) 提出期間及び時間 

次に掲げる期間及び時間とする。ただし、一般競争入札の参加資格を希望する者については、知事が別に 

定める期間においても、提出することができる。 

ア 平成30年４月認定 

県内業者にあっては平成29年10月６日（金）から平成30年１月31日（水）までの日（鳥取県の休日を定

める条例（平成元年鳥取県条例第５号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）

の午前９時から午後５時まで、県外業者にあっては平成30年２月１日（木）から同月28日（水）までの日

（休日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

イ 平成30年７月認定 

平成30年４月２日（月）から同月27日（金）までの日（休日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

ただし、合併、設立等を行った者は、平成29年10月１日から平成30年３月31日までの期間を審査基準日

とした経営事項審査を受けていること。 

ウ 平成30年10月認定 

平成30年７月２日（月）から同月31日（火）までの日（休日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

なお、１の(３)の経営事項審査を受けていない者及び合併、設立等を行った者は、平成29年10月１日か

ら平成30年６月30日までの期間を審査基準日とした経営事項審査を受けていること。 

 (３) 提出方法 

(４)の提出先に持参し、又は郵便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99

号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者（以下「信

書便事業者」という。）による同条第２項に規定する信書便（以下「信書便」という。）により提出するこ

と。 

なお、郵便又は信書便による提出は、書留郵便又は信書便事業者の提供する信書便の役務のうち書留郵便

に準ずるものによることとし、(２)の提出期間の末日までに到着したものに限り受け付ける。 

 (４) 提出先 

鳥取県県土整備部県土総務課 

（〒680－8570 鳥取市東町一丁目220 電話0857－26－7347、7454） 

 (５) その他 

   申請手続の詳細は、鳥取県のホームページ（http://www.pref.tottori.lg.jp/32784.htm）に掲載するので、

提出書類については、ここから入手すること。 

   ただし、これにより難い者は、直接(４)の提出先にて午前９時から午後５時までに入手すること。 

３ 更生会社又は再生会社の入札参加資格 

平成29年10月１日以後に会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の決定が行われた者又は

民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の決定が行われた者については、当該更生手続開始

の日又は当該再生手続開始の日を審査基準日として入札参加資格を付与するものとする。この場合において、

その者に既に入札参加資格が付与されているときは、入札参加資格の再認定を申し出なければならない。 

４ 入札参加資格審査結果の通知 
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  入札参加資格審査の結果については、文書により通知する。 

 
                                                   

鳥取県告示第644号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、県道の区域を次のように変更したので、同項の

規定により告示する。 

その関係図面は、平成29年10月６日から２週間鳥取県県土整備部道路企画課（鳥取市東町一丁目220）において

一般の縦覧に供する。 
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  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

路 線 名 区  間 
変 更 

前後別 

敷地の幅員 

（メ－トル） 

敷地の延長 

（メ－トル） 

岩美停車場

線 

岩美郡岩美町大字浦富字竹ヶ下775－５地先から同地

先まで 

変更前 9.3～9.3 10.0 

変更後 8.5～9.3 10.0 

                                                    

選挙管理委員会告示 

鳥取県選挙管理委員会告示第19号 

平成29年第９回鳥取県選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県選挙管理委員会委員長 相 見  愼 

１ 日時 平成29年10月13日（金） 午後２時 

２ 場所 鳥取市東町一丁目220 鳥取県庁選挙管理委員室 

３ 議題  

(１) 第48回衆議院議員総選挙における委員長の専決処分事項について  

(２) その他 

                                                    

鳥取県選挙管理委員会告示第20号 

平成29年10月22日執行予定の衆議院小選挙区選出議員選挙における選挙人名簿の登録について、公職選挙法（昭

和25年法律第100号）第22条第３項に規定する選挙時登録の基準日を平成29年10月９日と定めたので、公職選挙法

施行令（昭和25年政令第89号）第14条第２項の規定により告示する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県選挙管理委員会委員長 相 見  愼 

                                                    

鳥取県選挙管理委員会告示第21号 

平成29年10月22日執行予定の衆議院小選挙区選出議員選挙において、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第144

条の２第１項に規定する掲示場に同法第143条第１項第４号の３及び第５号のポスターを掲示することができるこ

ととなる日を平成29年10月10日と定めたので、同法第144条の２第５項の規定により告示する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県選挙管理委員会委員長 相 見  愼 

                                                    

公 告 

自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第114条及び第117条第１項（第118条においてその例によることとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、平成29年度自衛官候補生募集に係る募集期間等について、次のとおり告示

する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 採用する自衛官候補生（男子）予定数 

(１) 陸上要員：25名程度 

(２)  海上要員：10名程度 

(３)  航空要員：15名程度 

２ 募集期間 
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  平成29年10月10日（火）から同年11月10日（金）まで 

３ 試験種目 

筆記試験（国語、数学、社会及び作文）、口述試験、適性検査及び身体検査 

４ 試験期日及び試験場 

(１) 試験期日 

平成29年11月17日（金） 

 (２) 試験場 

  航空自衛隊美保基地（境港市小篠津町2258） 

５ 合格発表予定日 

  試験実施日に示す日 

６ 採用予定時期 

平成30年３月下旬又は４月上旬（詳細は、採用予定通知書で通知） 

７ 応募資格 

採用予定月の１日現在で18歳以上27歳未満の日本国籍を有する者で、自衛隊法（昭和29年法律第165号）第38

条第１項に定める欠格事由に該当しないものであること。 

８ 問合せ先 

(１) 各市役所及び町村役場（自衛官募集窓口） 

(２) 自衛隊鳥取地方協力本部又は各事務所等 

   本部（0857－23－2251） 

   鳥取募集案内所（0857－26－4019） 

   倉吉地域事務所（0858－26－2900） 

   米子地域事務所（0859－33－2440） 

                                                    

銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以下「法」という。）第５条の５第１項の規定により猟銃の

操作及び射撃の技能に関する講習（以下「技能講習」という。）を次のとおり開催する。 

  平成29年10月６日 

鳥取県公安委員会委員長 松  本  典  子 

１ 受講対象者 

  鳥取県内に住所を有する者のうち現に法第４条第１項第１号の規定による許可を受けて猟銃を所持している

もの 

２ 開催の日時、場所等 

(１) 散弾銃を使用して行う技能講習 

日 時 場     所 射撃の実施方法 使用実包 受講定員 

平成29年11月13日

午後１時から午後

４時まで 

西伯郡南部町鴨部933 

米子国際射撃場 トラップ射撃 ７1/2号の散弾 ５人 

平成29年11月27日

午後１時から午後

４時まで 

〃 〃 〃 〃 

 (２) 散弾銃以外の猟銃を使用して行う技能講習 

大口径ライフル銃又はライフル銃以外の猟銃を使用するもの 

日 時 場     所 射撃の実施方法 使用実包 受講定員 

平成29年11月７日

午前10時から午後

４時まで 

岡山県岡山市北区御津伊田2291 

御津ライフル射撃場 

大口径ライフル銃等

射撃 

大口径ライフ

ル銃等に適合

する実包 

６人 
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平成29年11月14日

午前10時から午後

４時まで 

〃 〃 〃 〃 

平成29年11月28日

午前９時から正午

まで 

岡山県真庭市仲間1810 

湯原国際クレー射撃場 〃 〃 ３人 

３ 講習課目 

 (１) 猟銃の操作 

  ア 猟銃の保持その他猟銃の基本的な取扱い 

  イ 猟銃の点検 

  ウ 実包の装てん及び抜出しその他実包の取扱い 

  エ 射撃の姿勢及び動作 

 (２) 猟銃の射撃 

  ア 散弾銃による場合にあっては、飛しょうする標的に対する射撃 

  イ 散弾銃以外の猟銃による場合にあっては、固定されている標的に対する射撃 

４ 受講申込手続 

  所定の受講申込書を受講日の10日前までに住所地を管轄する警察署長を経由して公安委員会に提出すること。 

５ 講習受講手数料及びその納付方法 

 (１) 講習受講手数料 12,300円 

 (２) 納付方法 

   (１)に記載する金額に相当する鳥取県収入証紙を銃砲刀剣類関係手数料納付書に貼り付けて納付すること。

この場合、消印しないこと。 

６ 携行品 

 (１) 技能講習に対応した銃砲及び実包 

 (２) 猟銃・空気銃所持許可証 

(３) 技能講習通知書 

７ その他 

   詳細については、鳥取県警察本部生活安全部生活安全企画課（電話0857－23－0110）又は住所地を管轄する

警察署に問い合わせること。 

 


